
国民健康保険の国庫負担の拡充及び財政基盤の強化を求 

める意見書 

 

国民健康保険は、国民皆保険体制を支える重要な医療保険制度であ

る。 

平成３０年度の国民健康保険制度改革により財政基盤の強化が図ら

れたものの、国民健康保険は、被保険者の年齢構成が高く、所得水準が

低い一方で医療費水準が高いなど、構造的な課題を依然として抱えて

いる。本町においても、近年、国民健康保険税の引上げを余儀なくされ

ている。さらに、令和８年度から子ども・子育て支援金制度が開始さ

れ、物価高騰が続く中、被保険者の負担は一層重くなっている。 

また、子育て世帯においては、子どもの人数に応じて被保険者均等

割額が課されることが負担となっている。令和４年度から未就学児を

対象に５割軽減され、令和９年度からは高校生年代まで対象が拡大さ

れるものの、子育て支援の観点から、子育て世帯のさらなる負担軽減

が課題となっている。 

このような中、国民健康保険制度を将来にわたり安定的に維持して

いくためには、国民健康保険税（料）の引上げのみでは限界があること

から、国の責任において財政基盤をさらに強化し、被保険者の負担軽

減を図ることが必要である。 

よって大口町議会は、国に対し、国民健康保険に対する国庫負担の

さらなる拡充をはじめ、下記の事項を実現するよう強く要望する。 

記 

１ 国民健康保険に対する国庫負担を拡充し、財政基盤を一層強化す

るとともに、被保険者の負担軽減を実現すること。 

２ 少子化対策、子育て支援の観点から、子どもに係る被保険者均等

割額の軽減割合をさらに引き上げること。 

 

以上、地方自治法第９９条の規定により意見書を提出する。 
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